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第１章 新たな北海道総合開発計画の策定の意義

第１節 北海道開発の経緯

北海道の開発は、開拓使の設置以降、一貫して国により組織的、計画的に進

められ、北欧の一国に匹敵する規模の地域経済社会を形成するとともに、我が

、国経済の復興や食料の増産など、国全体の安定と発展に寄与してきた。しかし

北海道の経済は全国と比較して厳しい状況で推移し、人口については全国に先

駆け減少に転じている。

第２節 北海道開発の在り方

北海道開発に関して、その在り方を巡って批判・意見がある。北海道開発に

ついて議論を進めるに当たっては、これらを踏まえつつ、北海道の我が国にお

。ける役割の在り方と地域としての発展の在り方を考えていかなければならない

北海道開発の意義は、グローバル化の進展、自然環境・エネルギー問題、人

口減少・少子高齢化といった我が国をとりまく環境の変化に対応し、北海道の

優れた資源・特性を活かしながら、大転換期の我が国が直面する課題の解決に

、貢献し、地域の活力ある発展を図るため、民間や地域の主体的な活動を支援し

また、これらの活動を支える経済社会基盤が効果的に活用されるよう、的確に

その機能を維持しながら必要な整備を進めること、と位置づけられる。

北海道開発を推進するためには、国と地域の連携の中で、施策の総合性を発

、揮するための戦略的取組を描いた計画を策定することが不可欠である。これは

地理的、自然的にまた歴史的、社会的、経済的に他の地域とは異なる資源・特

、性を有する北海道をいかに開発し、国への貢献と地域の発展を図るかについて

明確なビジョンとして内外に広く示されるべきである。このビジョンは、国の

視点と地域の視点の整合が図られ、国、地方、住民、ＮＰＯ、企業等が連携・

協働するための強い求心力を持ち、様々な取組の総合性を発揮させる役割を果

たすものでなければならない。

このため、第６期計画が目標年度を迎えようとしている今、国は、上記を踏

まえた新たな北海道総合開発計画を策定することが必要である。
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第２章 北海道開発の現状と課題

第１節 我が国を巡る環境変化と国家的課題～大転換期の国・地方

かつて経験したことのない規模の人口減少、急速な少子高齢化、グローバル

化の進展、生存基盤そのものを脅かす地球環境問題など、我が国は大きな課題

に直面している。

第２節 北海道の資源・特性

北海道には、豊かな資源、北国らしい自然環境、冷涼な気候や、開発の歴史

の中で培われてきた社会的開放性や個性的な文化など、アジアの中でも特徴的

な優れた資源・特性がある。

第３節 今後の北海道開発

１．グローバル化

急成長し、国際分業が進むアジアを念頭に、北海道は、アジアの人々を惹き

つける自然環境、食などの優れた特性・資源を活かし、地域としての独自の役

割を担い、発展していくチャンスが訪れている。

２．自然環境・エネルギー問題

地球温暖化問題の顕在化、世界の自然環境の悪化、天然資源の減少は憂慮す

べき段階に達しており、自然との共生は、持続可能な経済社会にとって必要不

可欠であり、北海道の豊かな自然環境を維持し、その価値の向上に取り組んで

いかなければならない。また、化石燃料依存度の高い北海道が、豊富に存在す

る自然エネルギー源を活かし、エネルギー問題等について、先導的な役割を果

たすべきである。

３．人口減少・少子高齢化

人口減少・少子高齢化が進み、集落のみならず、広域的な生活圏の中心都市

の機能低下が懸念される。このため、生産面や生活面で定住性を高めるための

取組や、多様な交流人口を増大させる活性化施策などの政策努力を実施し、活

力ある地域社会のモデルを北海道で形成することが必要である。

４．活力と競争力ある地域経済社会の形成

我が国のバランスの取れた成長・発展を期す上で、北海道が活力ある地域と

して発展することが必要である。このため、人材の育成、競争力のある産業等

の育成・集積、新たな雇用の創出を図るとともに、これらを支える地域社会の

形成を目指す。
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第３章 北海道開発の基本理念と計画の目標

検 討

・計画の基本理念

・計画の目標

・計画の性格 など
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第４章 計画の主要施策

第１節 グローバルな競争力ある自立的安定経済の実現

１．食料供給力の強化と食に関わる産業の高付加価値化・競争力強化

世界の食料需給は中長期的に逼迫する可能性もある中、主要先進国の中で

も食料自給率が最も低い我が国の食料安全保障を支える観点から、食料供給

力を強化することが必要である。

食の原材料の生産や移出に止まることなく、付加価値を高めるため、食品

産業の育成・強化等を図るとともに、安全で高品質な農水産物や食品に対す

る国民の期待に応えるため、魅力ある「食」の北海道ブランドを確立するこ

とが必要である。

具体的な施策の検討

２．成長産業としての観光

アジアの中でも特徴的な豊かな自然環境などを活用し、アジア諸国を始め

広く内外の多様なニーズに対応した、国際的な競争にも打ち勝つことができ

る観光地づくりを戦略的に推進することが重要である。また、観光産業は、

北海道にとって主要な移輸出産業となり得るものであることから、北海道発

展の中核を担う基幹産業へと成長させることを目指すことが重要である。

具体的な施策の検討

３．人と技術による競争力ある成長期待産業の育成

ア 成長期待産業の育成

アジア諸国の台頭と国際分業の進展を視野に入れ、グローバルな競争力を

持ち得る成長期待産業を選択し、育成・誘致していくことが必要である。特

に、ＩＴ産業、バイオ産業及び環境・エネルギー関連産業をグローバル産業

として創出、育成することが重要である。また、外材に対する競争力の確保

を図るなどにより、森林資源の有効活用を図るべきである。

具体的な施策の検討

イ 産業育成に向けての条件整備

競争力ある成長期待産業育成等を進めるため、国際物流基盤、豊富な人材

供給力など北海道の優れた条件を活用するとともに、戦略的な基盤整備、人

材の育成、金融機能の強化等を行うことが必要である。 世紀の世界と日本21
に貢献する貴重な空間である苫小牧東部地域の開発を引き続き推進すること

が必要である。
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具体的な施策の検討

第２節 地球環境時代をリードし自然と共生する持続可能な地域社会の形成

北海道の豊かな自然環境を保全・活用し、次世代に引き継ぐことが重要であ

る。このため、自然と共生するリーディングプロジェクトの推進や、北海道ら

しい個性的な景観の形成、自然とのふれあい空間の創造・提供、多様なニーズ

に対応した森林の育成等を進めることが必要である。

経済活動・生活面での循環型社会の構築に向け、循環資源の再利用及び再生

利用等を推進することが必要である。

北海道に豊富に存在する自然エネルギーの開発、利用を進めることにより、

地球温暖化対策、エネルギー問題の解決に向け、先導的な役割を果たすための

取組を進めることが重要である。

具体的な施策の検討

第３節 魅力と活力ある北国の地域づくり・まちづくり

全国に先行して人口減少・少子高齢化が進行する中、北海道の各地域が、そ

の特性を活かし持続的に発展するため、知恵と工夫を競い合いながら個性ある

自立的な圏域を形成することが必要となる。札幌市を中心とする都市圏につい

ては、北海道の持続的発展に向け、各種機能を更に高めていくことが求められ

る。

広域的な生活圏を支える都市部においては、今後、人口減少等により都市機

能の維持が困難となることが予想されることから、中心市街地の活性化や、都

市経営コストを抑制したコンパクトなまちづくりなど、都市の魅力を高める都

市再生を進めるとともに、積雪寒冷な気象条件に対応した暮らしやすい北国の

まちづくりを進めることが必要である。

人口減少が進む田園コミュニティ地域においては地域経済の活性化等に取り

組むことが重要であり、モビリティや情報通信環境の向上や、各地域の特性や

取組を踏まえた施策を進めることが必要である。

具体的な施策の検討

第４節 内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

、経済のグローバル化が進む中、内外との物流や人流の多様化に対応するため

港湾・空港や、北海道新幹線などの交流基盤の強化が必要である。

広域分散型社会である北海道において、産業、観光、生活活動等を支えるた

め、高規格道路など広域的な生活圏を支える交通ネットワークの整備や、中
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核・中枢都市等における、歩行者・自転車・公共交通も含めたまちなか交通体

系の再生が必要である。

さらに、冬期における航空機の安定運航や道路交通の確保を図るなど、信頼

性向上に向けた取組を一層進めていく必要がある。

具体的な施策の検討

第５節 安全・安心な国土づくり

北海道は、自然災害に対して未だに脆弱な地域であることから、持続的な発

展の基礎として、治水対策、信頼性の高い交通ネットワークの構築、火山災害

対策、地震津波対策など防災対策を着実に進めることが必要である。また、自

助、共助、公助のバランスのとれた地域防災力の再構築など総合的な防災・減

災対策を講じることが必要である。

依然として高い水準で推移している道路交通事故を始め交通分野における事

。故の発生を未然に防ぐため、各種の交通安全対策に取り組むことが必要である

昨今の国際情勢等を踏まえ、港湾、空港など重要施設における保安対策の整

備・強化など、テロ・セキュリティ対策の強化等を進めることが必要である。

具体的な施策の検討
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第５章 施策推進の基本方向

第１節 多様な主体が共に進める北海道開発

北海道開発に関係する多様な主体が、ビジョンを共有しながら、施策の決定

に積極的に参画するとともに、その実現に責任ある役割を担って連携・協働を

一層進めていくことが必要である。

具体的な施策の検討

第２節 投資の重点化と効率性・透明性の追求

また、人口・財政面での地域の成長制約条件の下、限られた資源を重点的・

効率的に活用するため、事業の進め方について改革を進め、投資の重点化と効

率性・透明性を追求することが必要である。

具体的な施策の検討

第３節 新たな北海道イニシアティブの発揮

北海道は、その優れた資源・特性を活かして、新たな時代を切り拓く先駆者

～フロントランナーとして、我が国の抱えている課題解決のため、多様な主体

による多くの分野にわたり先駆的、実験的取組を進め、新たな北海道イニシア

ティブとして積極的に発揮していくべきである。

具体的な施策の検討

第４節 多様性のある道内各地域の姿と隣接地域等との連携

なお、広大な北海道は、多様で個性的な地域から形成されており、地域の個

性を十分に理解し、その資源・特性に応じて地域の果たす機能に着目して地域

構造を検討することが必要である。

また、北海道と隣接する、東北地方やロシア連邦極東地域との交流の拡大を

図る必要がある。

地域構造の検討を踏まえた、具体的な施策の検討
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付記

施策の推進に当たっては、計画の推進状況及びその成果の的確な把握に努め、

内外の諸情勢の変化や行財政改革等の進展に応じて点検を行い、計画の基本理念

を踏まえつつ、主要施策、期間等について弾力的運用又は必要に応じた見直しを

図るものとする。

、なお、特殊な条件下に置かれている北方領土をめぐる状況が変化した場合には

本計画の改定を行い、開発の基本方向を改めて示すこととする。


